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［要旨］水田からのCH4およびN2O発生制御に有効と考えられる各種管理技術、および主要な栽培

体系におけるN2O発生制御技術としての施肥栽培管理について、その削減効果を定量評価するた

めの現地試験をわが国とアジアの農耕地で行った。 

わが国の水田における試験から、稲わら春すき込みを家畜ふん堆肥に置き換える有機物管理、

中干し期間の長期化や栽培後期の水管理改善、無代かき栽培、および基盤整備による土壌浸透能

改善の各技術が、CH4発生を大きく（10%～>50%）削減する有効な技術であることが示された。こ

れらの技術の多くは水稲生産性低下やN2O発生増大等のトレードオフ無しに適用可能であること

から、農家への普及に対する障害は小さいものと考えられる。CH4発生制御に対する有機物管理

と水管理の有効性は、中国、インドネシア、およびタイの水田における試験でも確認された。施

肥土壌からのN2O発生に関しては、わが国での試験から、草地における季節的な施肥配分の改善

と硝化抑制剤の使用および露地野菜（キャベツ）畑における堆肥と緩効性（肥効調節型）肥料の

使用によるN2O発生量低減が認められた。硝化抑制剤等の資材によるN2O発生削減効果は中国東北

部のトウモロコシ畑でも確認された。 

現地試験より得られた削減データから、水田の有機物管理と水管理による削減ポテンシャル

として、わが国については、それぞれ年間0.25および0.67 Mt Cと見積もられた。また、これら

の技術をアジア全体に拡大した場合、大きなGHG排出削減ポテンシャルを期待できることが示唆

されるとともに、インドネシアでのケーススタディから小規模CDM事業の可能性が示された。各

技術のコスト評価から、水田有機物管理や施肥管理については比較的大きなコスト増加が示され

た。一方、水田水管理と中国製資材による施肥管理についてはコスト増加がきわめて小さく、有

利なGHG発生制御技術であることが明らかにされた。 

 

［キーワード］メタン、亜酸化窒素、農耕地、排出削減、削減技術 

 

１．はじめに 

地球規模でのメタン(CH4)および亜酸化窒素(N2O)発生量のそれぞれ約40%は、農耕地と畜産業

等、農業生態系が起源となっている(IPCC、2007)。これらのソースは、水田面積の拡大、窒素

肥料使用量の増加など、食糧生産の増大と密接に関係し、19世紀以降の大気中でのこれらの温

室効果ガス（GHG）濃度増加に大きく影響してきた。一方、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

第三作業部会報告書でも指摘されているように、これらのソースは、農耕地の栽培管理、施肥

方法などの技術開発により、地球温暖化の緩和へ大きな貢献の出来る可能性がある(IPCC、2007)。

実際、これまでの研究から、数多くの効果的な制御技術が提案されており、国内外の関連学会

や地球圏生物圏国際共同研究（IGBP）等の場において活発な議論がなされている。 

このような議論における現在の問題点として、1）気候や土壌など農業生態系の多様性のため、

それぞれのソース制御技術について十分な定量的評価が得られていないこと、2）これまでに提

案されている制御技術の多くは、GHG制御効果だけに着目したため、経済性や生産効率に対する

配慮が欠けており、第一約束期間以降（ポスト京都）にはこれらの問題を含んだ実効的な技術開



発が必要とされること、3）点データから広域評価を可能とするためのデータベースの構築と広

域評価手法の開発が必要であること、が指摘されている。 

 

２．研究目的 

上記の問題に対し、本研究では、わが国とアジア諸国の農耕地における実効的なCH4、N2O発生

制御技術の定量的総合評価とその広域削減予察評価を目標としている。そのため、本サブサブテ

ーマでは、わが国の農耕地における、実効的なCH4、N2Oソース制御技術の開発試験を各地で行い、

それらの定量的評価を行う。同時に、わが国で開発されたこれらのGHGソース制御技術について、

中国、インドネシア等、アジア諸国での有効性を評価する。これらの成果を総合し、サブサブテ

ーマ(1)－②における広域評価およびサブテーマ(2)における畜産課題の成果とあわせて、わが国

とアジア諸国の農業生態系におけるCH4、N2Oソース制御技術を確立するとともに、それらのソー

スインベントリーを精緻化し、削減効果の定量的評価を可能とすることを目的とする。 

 

３．研究方法 

水田からのCH4 およびN2O発生制御に有効と

考えられる各種管理技術、および主要な栽培体

系におけるN2O発生制御技術としての施肥管理

について、その削減効果を定量評価するための

現地試験をわが国とアジアの農耕地で行った。

試験地点の位置と試験対象を図1に示す。ガス

発生量計測法はいずれもクローズドチャンバ

ー法を用いて数日～約10日毎に計測を行い、作

物栽培期間または年間のガス発生量を求めた。

また、試験に用いた圃場と作物品種は現地の典

型に近いもので、慣行的な栽培管理を標準（対

照）とした。 

さらに、各技術について、現地圃場試験より

定量された削減効果をもとに、技術を適用した

場合の広域（地域、日本全体、アジア地域）に

おけるCH4 およびN2O発生削減ポテンシャルと

コスト評価を行った。 

 

（１）圃場管理技術によるわが国の水田からのCH4およびN2O発生制御 

山形市、郡山市、および長岡市の試験水田において、有機物管理技術（山形市）、水管理技術

と無代かき栽培技術（郡山市）、および基盤整備技術（長岡市）に関する試験を行った。 

山形市では、2003～2005年に、山形県立農業試験場の細粒灰色低地土水田において、稲わらを

図1．現地試験地点の位置 

水田試験地
（有機物管理）

畑・草地・施設
試験地

水田試験地
（水管理等）



回収した水田に牛ふん、豚ぷんを主原料とする堆肥を各1.0、0.8 kg m-2施用し、稲わら春施用

水田を対象に測定を行った。また、もみがら堆肥に着目し、牛ふん、豚ぷん、鶏ふんの効果を検

証するポット試験を行った。東北地方日本海側は、水稲収穫後の多雨、積雪により、稲わらを春

にすき込む水田が多いためCH4発生量が極めて多く、その解決方策の一つとして堆肥化技術が有

効であると考えられる。 

郡山市では、中干し期間の前進・延長化（2003～2004年）、水稲生育後期の水管理（2007年）、

および無代かき栽培（2005～2006年）に関する試験を、旧福島県農業試験場、大槻町の現地ほ場

および福島県農業総合センターの水田（土壌：細粒質普通灰色低地土）において行った。中干し

試験では慣行区、1週間前進区、2週間前進区、常時湛水区の4区、後期水管理試験では慣行区、

後期間断灌漑区、総合改善区の3区、無代かき試験では慣行区および無代かき区の2区設定し、水

管理と代かきの有無以外は同様の栽培管理を行った。 

長岡市では同一地域において基盤整備（大区画化と排水改善のための暗渠設置）の行われてい

る農家水田と行われていないものとの比較を行った。2003～2005年には各1圃場で、2006～2007

年には各3圃場に対象を拡大して調査を行った。 

いずれの試験においても、CH4およびN2O発生量計測はクローズドチャンバー法を用いて数日～

約10日毎に計測を行い、作物栽培期間または年間のガス発生量を求めた。また、試験に用いた圃

場は当該地域を代表する土壌であり、水稲品種や対照区での栽培管理は当該地域の慣行的な方法

に準じた。 

 

（２）施肥管理技術によるわが国の農耕地からのN2O発生制御 

草地についての試験は，北海道立根釧農業試験場(中標津町)の普通黒ボク土チモシー単播採草

地において行った。各年度の観測は、2003年は3種類の窒素肥料(硫酸アンモニウム（以下、硫安）、

尿素、硝酸カルシウム、いずれも160 kg N ha-1)、2004～2005年は一番草収穫後の窒素追肥量の

低減（半量、硫安を使用、早春の窒素施肥量は標準施肥と同等）、2005～2007年は160 kg N ha-1

の硫安の施肥配分を早春：一番草収穫後で2：1とする標肥区と、5：1とする春重点区の試験設計

でそれぞれ行った。また、平成18年～19年度には硝酸化成抑制剤の使用によるN2O発生量削減の

可能性を検討した。 

露地野菜畑については、熊本県農業研究センター（合志町）の黒ボク土圃場でキャベツを栽

培し、慣行施肥体系、有機物や緩効性肥料等を用いる環境保全型施肥法がN2O発生消長に及ぼす

影響を明らかにするための試験を継続した。2003～2005年には、慣行化学肥料、有機物施用、緩

効性肥料、およびマルチ使用によるN2O発生削減効果について調査した。2006～2007年には、春

作、夏作の2作とも、前年と同様の慣行化学肥料（240 kg N ha-1）、有機物施用（牛ふんおよび

発酵豚ぷんのブレンド）、緩効性肥料（ハイパーCDU；240 kg N ha-1）を設け、さらに緩効性肥

料の減肥（20％減肥、40％減肥）による削減効果について調査を行った。加えて、キャベツ収穫

後のほ場内への残渣すき込みによって、N2O発生が非常に顕著な春作キャベツ収穫後において、

残渣の処理方法によるN2O発生について調査した。 



さらに、秋冬作と春夏作キャベツ栽培における残渣からのN2O発生制御について、野菜茶業研

究所（茨城県つくば市）の黒ボク土圃場において、肥効調節型肥料の深層施肥技術の有効性を調

査した。2003年には、キャベツ収穫後の残渣すき込みにともなうN2O発生について、室内培養試

験でその特徴を明らかにし、得られた情報をもとに、残渣からのN2O発生を抑制する栽培体系を

構築した。その発生抑制技術の有効性について、畜産草地研究所（茨城県つくば市）の圃場(淡

色黒ボク土)において、2004年から3年間4作のキャベツ栽培において調査した。 

施設栽培については、野菜茶業研究所（愛知県武豊町）において、トマトの生育期間にわた

って通気式チャンバー法によりN2OおよびNOフラックスを計測した。試験1では、慣行施肥栽培を

する区（慣行施肥区）と養液土耕栽培をする区（養液土耕区）で栽培期間中のN2OおよびNO発生

量を比較した。試験2では、いずれも養液土耕栽培だが、施肥窒素を硝酸態窒素のみにした区（CN

区）と硝酸態窒素および尿素を施用する区（対照区）を設けN2OおよびNO発生量を比較した。 

施設栽培試験を除き、いずれの試験においても、N2O発生量計測はクローズドチャンバー法を

用いて数日～約10日毎に計測を行い、作物栽培期間または年間のガス発生量を求めた。施設栽培

については、通気式チャンバー法によりN2OおよびNOフラックスを計測した。また、試験に用い

た圃場は当該地域を代表する土壌であり、作物品種や対照区での栽培管理は当該地域の慣行的な

方法に準じた。 

 

（３）アジア諸国の農耕地におけるCH4、N2O発生制御 

国際共同研究により、中国、インドネシアおよびタイでのCH4、N2O発生制御試験を行った。 

中国江蘇省太湖地域の水稲－小麦二毛作圃場における、麦わら管理による水田からの温室効果

ガス発生削減技術に関する現地試験を行った。この地域では、小麦収穫直後に水稲栽培が開始さ

れるため、麦わらによるCH4発生の増加が懸念されている。そこで、麦わらを水田の一部に溝状

に埋設し（乾物量で3750 kg ha-1）、水稲耕作期間中に圃場分解を行った場合のCH4発生抑制効果

を検討した。2003～2005年には宜興市の圃場で試験を行ったが、2006年は句容市にて行った。麦

わらを全量持ち出した対照区、全量を全面にすき込んだすき込み区のほか、麦わらの設置位置を

3通り変えて（土壌面下に埋設し土をかぶせる（ditch）；半分土壌面下に埋設し土をかぶせる

（half-ditch）；土壌面上に埋設し土をかぶせる（mound））試験を行い、N2O発生量も計測した。 

遼寧省瀋陽市においては、2004～2006年にかけて、緩効性肥料使用によるトウモロコシ畑から

のN2O発生量削減に関する試験を行った。緩効性肥料として、硝化抑制剤入り尿素（urea+DCD）、

ウレアーゼ阻害剤入り尿素（urea+HQ）、および硝化抑制剤＋ウレアーゼ阻害剤入り尿素（urea+DCD 

+HQ）を使用し、無窒素および尿素処理区との比較を行った。各窒素施用区での窒素施用量は120

または150 kg N ha-1である。 

インドネシアではボゴール（西ジャワ）、バンジャルマシン（南カリマンタン）、マロス（南

スラベシ）周辺の水田とプンチャック（西ジャワ）とマリノ（南スラベシ）の茶園畑およびペラ

イハリ（南カリマンタン）周辺のダイズ・トウモロコシ畑で圃場調査試験を実施した。水田では

慣行の常時湛水区と飽和水分区・間断灌漑区（西ジャワ、南カリマンタン）あるいは慣行湛水区



と浅水湛水区（南スラベシ）を、またタイ(コンケン)では有機物管理と移植方法の影響を見るた

めの試験を設定した。バンジャルマシン近郊（南カリマンタン）とマカッサール（南カリマンタ

ン）の畑地では緩効性肥料および硝化抑制剤の試験を実施した。加えて、インドネシアおよびタ

イ水田土壌のCH4生成活性を測定するため、土壌を嫌気湛水培養し、CH4生成量を測定した。また

畑土壌を用いてN2O生成活性を測定した。 

 

４．結果・考察 

（１）圃場管理技術によるわが国の水田からのCH4およびN2O発生制御 

１）有機物管理技術による発生制御 

2003年と2004年の圃場試験において、CH4発生量は稲わら＞牛ふん籾殻堆肥＞牛ふん堆肥の順

に多く、ほとんどは栽培期間に発生した。牛ふん籾殻堆肥区におけるCH4フラックス（田植え～

落水前）は5.2～14.6および2.1～21.8 mg m-2 h-1、牛ふん堆肥区は3.6～12.3 mg m-2 h-1であり、

稲わら施用区は10.8～41.9および5.3～38.0 mg m-2 h-1であった。牛ふん籾殻区では湛水30～40

日後にCH4フラックスが増加せず、稲わら施用区で湛水30～40日後と湛水80～100日後にCH4フラ

ックスが高まったフラックスパターンと異なった。測定期間のCH4発生量は牛ふん籾殻堆肥区が

26.8±1.4および24.4±2.9 g m-2、牛ふん堆肥区が19.4±1.3 g m-2であり、稲わら施用した場合

に比較し、牛ふん籾殻堆肥区ではそれぞれ49％、50％、牛ふん堆肥区では63％のCH4が減少した。

2005年の試験において、豚ぷん籾殻堆肥区のCH4フラックス（田植え～落水前）は0.6～31.5 mg m-2 

h-1、稲わら施用区は0.4～43.6 mg m-2 h-1であった。豚ぷん籾殻堆肥区では、稲わら施用区と同

様に湛水30～40日後と湛水80～100日後のCH4フラックスが高まり、中干し期前からの活発なメタ

ン発生がみられた。測定期間における豚ぷん籾殻堆肥区からのCH4発生量は39.4±6.5 g m-2であ

り、稲わら施用した場合に比較し、28％のCH4が減少した（表1）。 

また、異なった畜種の籾殻堆

肥を用いたポット試験からも、圃

場試験と類似した牛ふん籾殻堆

肥の効果が確認された（表2）。

鶏ふん籾殻堆肥区のCH4発生量は

牛ふん籾殻堆肥区と同程度であ

ったが、豚ぷん籾殻堆肥では多か

った。豚ぷん籾殻堆肥区では施用

直後の湛水初期にCH4ピークが見

られたほか、栽培期間を通して高

いフラックスが継続し、稲わら区

よりも発生量は多くなった。この

ことは、豚ぷん堆肥を慣行施用し

た場合の施用炭素量が、牛ふん堆

栽培期間 栽培後 測定全期間

2005 豚ぷん籾殻堆肥 39.27±6.43 0.09±0.08 39.36±6.51 28
稲わら 54.60±9.90 0.06±0.05 54.66±9.95

2004 牛ふん籾殻堆肥 24.41±2.89 -0.02±0.01 24.39±2.90 50
稲わら 48.82±5.77 -0.01±0.01 48.81±5.78

2003 牛ふん籾殻堆肥 24.78±1.40 2.03±0.00 26.81±1.40 49
牛ふん堆肥 17.01±1.27 2.39±0.00 19.40±1.27 63
稲わら 51.22±8.35 0.96±0.02 52.18±8.37
　　メタン減少率＝（稲わら区－堆肥区）／稲わら区×１００

　　発生量は平均値±標準誤差

メタン減少率
(％)

年次 区
メタン発生量 (gCH4m

-2
)

表1．原料畜種の異なる堆肥を水田に施用した場合のCH4発生量の違
い（山形市） 

表2．原料畜種の異なる籾殻堆肥を施用した場合のCH4発生量の違い
（山形市） 

堆肥施用量同左炭素量 メタン発生量

(gm
-2

) (gpot
-1

) (gCH4pot-1)

牛堆肥 1000 2.14 1.16±0.17 29
豚堆肥 800 4.05 3.01±0.78 -84
鶏堆肥 500 0.77 1.18±0.23 28
稲わら 600 3.73 1.64±0.34 100
無施用 0 0.00 0.86±0.15 48

　　メタン減少率＝（稲わら区－堆肥区）／稲わら区×１００

　　発生量は平均値±標準誤差

区
メタン減少率

(％)



肥および鶏ふん堆肥を用いた場合より多くなったことが影響したと考えられた。 

これらのことから、完熟した牛ふん堆肥、豚ぷん堆肥を稲わら春すき込みに代えて適量施用

することにより、水田からのCH4発生量をそれぞれ約50%、約30％削減できることが明らかになっ

た。また、平成16年度（2004年）の室内培養試験では二次発酵中の堆肥は完熟した堆肥よりもCH4

生成能が大きく、二次発酵中の豚ぷん堆肥を用いた圃場試験ではCH4発生量が稲わら区より20％

増加しており、腐熟程度が十分でない堆肥はCH4発生量を増加させ、削減技術として適さないこ

とが明らかになった。 

 

２）中干し期間の水管理技術による発生制御 

中干し時期の前進、延長化試験において、水稲生育期間中のCH4発生量は2004年では2週間前進、

1週間前進、慣行、常時湛水で7.0、12.0、24.6、63.7 g CH4 m
-2であり、2週間前進、1週間前進、

常時湛水はそれぞれ慣行比28、49、259%であった（図2、3）。2005年では2週間前進、1週間前進、

慣行、常時湛水で12.8、20.0、27.2、37.4 g CH4 m
-2であり、2週間前進、1週間前進、常時湛水

はそれぞれ慣行比47、74、138%であった（図3）。水稲生育期間中のN2O発生量は2週間前進、1

週間前進、慣行、常時湛水でそれぞれ30.5、28.2、37.2、22.8 mg N2O-N m
-2であった。N2O発生

量は落水期間のある各処理区が常時湛水より発生量が多い傾向がみられた。CH4およびN2O発生量

をCO2に換算した結果、水田から発生するN2Oの温室効

果に対する寄与度はCH4の約2％程度であり、温室効果へ寄与する影響は少ないものと考えられる。

水稲の収量は1週間前進区では慣行と同等であったのに対し、2週間前進区では4～12%程度減少し

た。品質は各区とも差がみられなかった。以上の結果から、中干し時期の前進、延長化は再入水

後のCH4フラックスを抑制し、有効なGHG抑制技術であることが明らかになった。 

 

３）水稲生育後期の水管理による発生制御 

水稲生育後期の水管理試験において、CH4発生量は後期間断灌漑区、総合改善区、慣行区で37.0、

32.6、46.0 g CH4 m
-2であり、後期間断灌漑区、総合改善区でそれぞれ慣行比80.4、70.9%であっ
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た。N2O発生量は後期間断灌漑区、総合改善区でそれぞれ11.0、2.1、6.4 mg N2O-N m
-2あった。

CH4およびN2O発生量をCO2に換算した結果、水田から発生するN2Oの温室効果に対する寄与度は極

めて少なく、水田から発生するガスによる温室効果はCH4に依存することが分かった。収量、品

質は後期間断灌漑区および総合改善区とも慣行区並であった。以上の結果から、水稲生育後期の

水管理も中干し時期の場合と同様、CH4フラックスを抑制し、有効なGHG抑制技術であることが明

らかになった。 

 

４）無代かき栽培による発生制御 

CH4発生はEh値の低く推移した無代かき区が慣行より少なく推移した。生育期間中のCH4発生量

は2005年は無代かき区、慣行区で25.6、27.2 g CH4 m
-2、2006年は無代かき区、慣行区でそれぞ

れ31.9、40.1 g CH4 m
-2であり、無代かき区が慣行区比6～20%程度減少した。N2Oは入水および代

かき時に多く発生した。特に代かき時に高まる傾向がみられた。生育期間中のN2O発生量は2005

年が無代かき区、慣行区でそれぞれ18.6、37.2 mg N2O-N m
-2、2006年が無代かき区、慣行区でそ

れぞれ、61.8、96.4 mg N2O-N m
-2であり、無代かき区が慣行区比36～50%程度減少した。CH4およ

びN2O発生量をCO2に換算した結果、水田から発生するN2Oの温室効果に対する寄与度は両区とも

CH4の約2～6％程度であり、温室効果へ寄与する影響は少ないものと考えられる。無代かき区は

慣行と比べ、移植後の苗の活着が悪いため、生育期間中の茎数が少なく、成熟期の穂数がやや少

なかった。さらに登熟歩合が低かったことから収量は4～5%程度減少した。品質は慣行並からや

や低かった。 

 

５）基盤整備による土壌浸透能改善 

土壌調査の結果、整備ほ場は細粒グライ土、未整

備ほ場は細粒強グライ土に分類された。整備ほ場は

基盤整備前の1981年には未整備ほ場と同様に細粒

強グライ土であったが、1989年に行われた暗渠の設

置により地下水位およびグライ層の出現位置が暗

渠の深さ(60～80cm)まで低下していた。調査期間中

の水稲栽培期間中におけるCH4発生量は、整備ほ場で

2.0～4.5 g CH4 m
-2、未整備ほ場では6.6～23.3 g CH4 

m-2となり、暗渠施工を伴う基盤整備によるCH4発生

量の削減率は平均62.6%であった。整備ほ場におけ

るCH4発生量の年次間変動は小さく、いずれの年次に

おいても未整備ほ場より少なく安定していたが、未

整備ほ場では春の雪解けから湛水までの期間に雨

の降らなかった日数(無降雨日数)が多い年ほどCH4

発生量が少なくなる傾向が見られた(図4)。 

r2 = 0.840**
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雨の降らなかった日数と水稲栽培
期間中のCH4発生量との関係 (**; 
p<0.01)（長岡市） 

2006年 2007年 2006年 2007年

ほ場

A 21.6 14.8 10.1 10.2

B 14.2 4.5 (99.3)* 10.1

C 20.4 12.3 7.8 7.9

平均 18.7 10.5 9.0 9.4

SD 4.0 5.4 1.6 1.3
*; 2006年整備ほ場Bは泥炭質土壌であったため計算
から除外した.

g CH4 m
-2

整備ほ場未整備ほ場

g CH4 m
-2

表3．水稲栽培期間中のCH4発生量（長岡市） 



2006～2007年度は基盤整備によるCH4発生量の削減効果を面的に評価するため、調査規模を整

備地区、未整備地区ともそれぞれ3ほ場に拡大して調査を行った。2006年は大雪により春の雪解

けが遅くなり、水稲の移植が例年よりも2週間程度遅れたため、移植から中干しまでの気温が例

年より高く推移した。2007年は逆に例年にない少雪であり、冬期間中、ほとんど積雪がなかった。

2006年の水稲栽培期間中におけるCH4発生量は、整備ほ場で7.8～99.3 g CH4 m
-2となり、特に泥

炭質土壌であった整備ほ場Bは非常に多かった。未整備ほ場では15.2～21.9 g CH4 m
-2であった。

2007年は整備地区の調査ほ場を細粒グライ土のほ場に変更し、未整備地区は2006年と同じほ場で

調査を継続した。2007年の水稲栽培期間中におけるCH4発生量は、整備ほ場で7.9～10.2 g CH4 m
-2

で2006年のA、Cほ場と同程度であったが、未整備ほ場は4.9～14.8 g CH4 m
-2となり、3ほ場とも

2006年よりも減少した(表3)。整備ほ場における湛水前の湿潤土のCH4生成量は2006、2007年とも

未整備ほ場よりも非常に小さく、さらに未整備ほ場では2007年の方が2006年よりも少なかった。

また、2006年には湛水前の土壌水分と水稲栽培期間中のCH4発生量には高い正の相関が見られた

が、2007年には相関が見られなかった。 

 

（２）施肥管理技術によるわが国の農耕地からのN2O発生制御 

１）草地 

窒素肥料の種類によるN2O発生量への影響は認められなかった（2003年）。追肥窒素量の低減

により追肥後のN2OフラックスおよびN2O発生量は低下した。しかし、収量性は有意ではないが

低下する傾向があった（2004～2005年）。年間窒素施肥量の5/6量を早春に、1/6量を一番草収

穫後に施肥する春重点区におけるN2Oフラックスは、標肥区(早春に2/3量、一番草収穫後に1/3

量を施肥)に比べ、追肥前は同等、追肥後には低い値を示し、N2O発生量でも同様の傾向が認め

られた（2005～2007年、図5）。収量性は春重点区において一番草が倒伏する場合では標肥区

より劣り、それ以外では同等であった。 



 

硝酸化成抑制剤が含まれた肥料施用によるN2O発生量は標肥区より小さくなる傾向にあった

(2006～2007年、図6)。また、収量性への影響は認められなかった。一方、各年度ともに、処

理によるCH4発生量への影響は認められなかった。 

以上、施肥配分変更および硝化抑制剤の使用による牧草生産およびCH4発生量への影響は認め

られずN2O発生量削減の可能性が示唆された。 

 

２）露地野菜畑（熊本県） 

2003～2005年の試験において、春作キャベツでは、N2O発生は生育期間中に低く、残渣鋤込後

に高いことが、一方、秋作キャベツでは、施肥後に高く、残渣鋤込後に低いことが明らかになっ

た。また、N2O発生抑制の効果がみられた施肥技術は、牛ふん堆肥と豚ぷん堆肥を混合したブレ

ンド堆肥施用が化学肥料施用に比べ削減率5～57％、緩効性肥料（ハイパーCDU）を施用した場合

が11～40％、LP肥料で15％、ロング424で54％といずれの試験区でも抑制が可能であった。 
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-1

）

標肥 1.04 0.50

春重点 0.52 0.05
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）
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-1

）
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図6．施肥配分変更（春重点施肥）がN2O発生量に及ぼす影響（中標津町） 

図5．施肥配分変更（春重点施肥）によるN2O発生量に及ぼす影響（中標津町） 



 2006年から2007年にかけてのN2O

発生の推移は図7aに示したとおりで、

前年までと同様、春作キャベツは栽培

期間中の発生は非常に少なく、収穫後

キャベツ残渣等鋤込み後に非常に高

い発生ピ－クが認められた。2006年で

高かったのは緩効性肥料施用区と化

学肥料区で、次いで緩効性肥料2割減

肥、4割減肥区はほぼ等しかった。ブ

レンド堆肥施用区は最も低いピーク

を示した。また、緩効性肥料施用区、

堆肥施用区では8月10日にも100～150 

μg m-2 hr-1のN2O発生を示した。この

発生は前日の降雨のためと考えられ

た。一方、秋作キャベツ栽培では基肥

施用後、化学肥料区で高い発生ピーク

が認められ、また緩効性肥料区、堆肥

施用区でその後にやや高い発生量を

示した。その後、栽培期間中、収穫後

の期間を通してN2O発生はほとんど認

められず、低く推移した。 

また、2007年春作キャベツの生育期

間中（3月31日～6月21日）では、基肥施用後および化学肥料追肥後の亜酸化窒素の発生はほとん

ど認められず、いずれの試験区も低く推移した。収穫後、キャベツ残渣鋤込み直後の6月26日か

ら7月7日にかけ多量の亜酸化窒素フラックスが確認された。最も高い発生を示したのが緩効性肥

料区と化学肥料区で、次いで、緩効性肥料2割減肥区、緩効性肥料4割減肥区であった。ブレンド

堆肥区においても発生は認められたものの、化学肥料区の半分以下であった。また、緩効性窒素

肥料施用区、ブレンド堆肥施用区では8月10日にも100～150μg m-2 hr-1の亜酸化窒素の発生を示

した。この発生は前日の降雨のためと考えられた。一方、秋作キャベツ栽培では基肥施用直後、

化学肥料区で非常に高い亜酸化窒素のピークが認められ、また緩効性窒素肥料、ブレンド堆肥区

でもやや高い発生を示した。その後は、栽培期間、収穫後の無作付期間を通して亜酸化窒素の発

生は低く推移した。 

2006年春作から2007年秋作まで4作を通して発生した総発生量は、図7-bに示すように化学肥料

区が700 mg m-2と最も多かった。それに比較して、緩効性肥料施用（24％減）、緩効性肥料2割

減肥（35％減）、緩効性肥料4割減肥（54％減）、ブレンド堆肥施用（52％減）における発生量

は少なく、緩効性肥料4割減肥、ブレンド堆肥施用区におけるN2O発生量抑制効果は高いと考えら
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図６．（上図：a）2006年から2007年におけるキャベツ栽培時の各処理区からのN2Oフラッ
　　　クスの推移．（下図：b）年間のN2O発生量．

図7．（上図：a）2006～2007年におけるキャベツ栽培時の各処
理区からのN2Oフラックスの推移．（下図：ｂ）年間のN2O
発生量（合志町） 



れた。全期間を通してN2Oの排出が最も高かった化学肥料施用の排出係数は0.207%と試験区の中

でも高い値を示した。排出係数はブレンド堆肥区が0.085％と最も低く、最も高かったのは緩効

性肥料2割減肥で0.215％であったが、キャベツ栽培では施肥体系が変わっても低かった。 

収穫後キャベツ残渣鋤き込みの影響を見るため、試験方法の試験区の構成に従い処理を行って、

N2Oフラックスを調査した。ほ場は化学肥料区を用いた。N2Oの顕著な発生が認められた区は、キ

ャベツ残渣を鋤き込んだ処理1とキャベツ残渣を鋤き込まず放置しておいた処理2の試験区であ

った。処理2のように残渣を放置した場合、処理1と同時期の発生ピークとは別なピークも数回認

められた。この処理2のピークは降雨後に多く見られたことから、土壌中での脱窒というよりも

腐敗の進行によって発生したN2Oのピークであると考えられた。一方、キャベツ残渣をほ場外へ

持ち出した処理3、4では処理1、2で見られたピークは認められず、発生量は低く推移した。処理

1と処理2を比べると、総発生量では処理2の方が高くなり、鋤込みというキャベツ残渣処理法は、

放置して降雨に打たれた場合より発生低減に効果があると考えられた。 

以上の結果から、キャベツほ場におけるN2O発生は、施肥法やキャベツの作型によって異なる

が、N2O発生低減のための施肥法としては堆肥のブレンド施用と緩効性肥料を利用することが有

効であると結論された。 

 

３）露地野菜畑（茨城県） 

キャベツ畑土壌にアンモニア態窒素や残さを加えると、N2O生成速度がすみやかに増大した。

残さと無機態窒素を同時に加えた時の生成速度が最も高く、次いでアンモニア態窒素添加、残さ

添加、無添加の順になった。このことから、キャベツ残さの混合により土壌からのN2O生成量は

増加するが、無機態窒素が同時に存在するとN2O生成量の増加が大きいことが明らかとなった。

すなわち、残さすき込みによるN2O発生を抑制するには、すき込み時の土壌中に存在する施肥窒

素由来の残存無機態窒素を可能な限り少なくすることが重要であると考えられた。 

そこで、被覆肥料を作土の下層に施肥することによって、残さすき込みに伴うN2O発生を抑制

する施肥体系を構築した。すき込み時の肥料由来の残存無機態窒素量を減らすために追肥を省略

して全量基肥とするが、施肥窒素の50％を肥効調節型肥料とすることで基肥から収穫までの間の

肥効の持続を確保した。さらに、残さがすき込まれる表層15 cm程度までの作土層の下層に肥効

調節型肥料を施用することにより、残さと施肥窒素を隔離することを試みた。その結果、残さす

き込み後のN2O発生量は年内どりではわずかであったが、初夏どりにおいては基肥の化成肥料施

用後の発生量よりも多くなった（図8）。初夏どりにおいては、高温多湿となる収穫期のキャベ

ツの腐敗により多量のN2Oが発生した。また、基肥施肥後のN2O発生量は初夏どりよりも年内どり

で多く、追肥後のN2O発生量はいずれの作付けにおいてもわずかであった。残さからのN2O排出係

数は表4に示す通りとなり、年2作の栽培体系における年平均値は、慣行施肥栽培で0.312%、肥効

調節型肥料の深層施肥栽培で0.238%と計算され、削減効果は23.7%となった。また、試験区間で

キャベツ収量に有意差は認められなかった。以上の結果から、窒素施肥量の半分に相当する被覆

肥料を作土層下に基肥と同時に施肥して追肥を省略することにより、キャベツの生産性に影響す



ることなく、残さからのN2O発生量を削減することが可能であると考えられた。 

図8．キャベツ畑の時期別N2O発生量．  
1区：慣行栽培（残さすきこみ）、2区：慣行栽培（残さ持ち出し）、3区：被覆肥料の
深層施肥（残さすきこみ）、4区：無窒素（残さ持ち出し）．A:1作目（年内どり）、
B:2作目（初夏どり）、C:3作目（年内どり）、D:4作目（初夏どり）．図Ｄの縦軸の目
盛りが図A～Cとは異なることに注意（つくば市） 

 
表4．キャベツ収穫後に圃場にすき込んだ残さからのN2O排出係数（%：平均値±標準偏差、n=3）

（つくば市） 

試験区 
1作目 2作目 3作目 4作目 

(秋冬作) (春夏作) (秋冬作) (春夏作) 

慣行栽培 
-0.022 0.755 -0.016 0.529 

±0.073 ±0.403 ±0.024 ±0.908

肥効調節型肥料

の深層施肥栽培 

0.065 0.655 0.004 0.227 

±0.067 ±0.252 ±0.012 ±0.349

 

４）施設栽培 

養液土耕区における栽培期間を通した窒素投入量に対する積算N2O発生量の比は栽培時期によ

り異なったが、慣行施肥区の約0.8倍～1.4倍であった（表5）。NOについては養液土耕区の方が

小さかった（慣行施肥区の0.3～0.4倍）。養液土耕栽培で、施肥窒素を硝酸態窒素のみにした区

（CN区）と硝酸態窒素および尿素を施用する区（対照区）とで、生育期間にわたっての総窒素施

肥量に対するN2OおよびNOの総発生量の比率を比較すると、N2O-N／施肥N比はCN区の方が対照区

より大きく（約1.3倍）、NO-N／施肥N比はCN区の方が対照区よりも小さかった（約0.3倍）。 

以上の結果から、黄色土施設畑でのトマト栽培で、栽培期間中の総窒素施用量がほぼ同じ場

合、施肥窒素量に対するN2O発生量の割合は、慣行施肥と比較して、養液土耕によりあまり低下

しないこと、施肥窒素量に対するNO発生量の割合は、養液土耕、特に施用窒素の形態を硝酸態窒

素のみにすることで大きく低下することが明らかとなった。 

表5．施設トマト栽培期間の積算N2OおよびNO発生量 

作期・区 
施肥 

窒素量, 
g N m-2 

総発生量 (mg N m-2) 
平均±標準誤差a 

発生量/施肥窒素量 
％ 

N2O-N NO-N N2O-N NO-N 

作期1 
慣行施肥区 60.4b 64.7±1.8 269.9±19.7 0.11 0.45 

養液土耕区 68.9b 55.8±4.0 99.8±1.6 0.08 0.14 

A B C DA B C D



作期2 
慣行施肥区 23.2 39.7±5.3 69.7±2.8 0.17 0.30 

養液土耕区 24.5 58.3±1.5 31.6±0.6 0.24 0.13 

作期3 
養液土耕CN区 21.2 48.6±0.6 13.1±0.1 0.23 0.06 

養液土耕対照区 20.6 35.7±5.6 45.3±2.7 0.17 0.22 
a 各区2箇所の測定点のデータを別々に積算した（平均±標準誤差）． 
b 作期1の施肥窒素量は，堆肥由来の施用量27.8 g N m-2を含む． 

 

（３）アジア諸国の農耕地におけるCH4、N2O発生制御 

１）中国における水田での麦わら圃場分解促進によるCH4発生抑制 

2003年の予備試験から、麦わら施用により、水稲栽

培初期にCH4発生量が著しく増加することが明らかとな

り、CH4発生削減に対する麦わら管理の重要性が示され

た。2004～2005年の試験では、麦わらを水田の畝間の

作土層の一部（7～8列に1列）に溝状に施用し、圃場分

解処理を行った場合のCH4発生特性を調査し、土壌中に

深く埋設した場合には発生抑制効果は見られないが、

マウンド状にし、より酸化的な条件での埋設により、

慣行すき込みに比べ、32%の削減効果が示された。 

2006 年の試験において水稲栽培期間を通して計測し

た結果、ditch区ではCH4およびN2O発生量の削減効果は

見られなかったが、麦わらの設置位置が高くなるにし

たがって発生量は少なくなり、mound区では、麦わら燃

焼処理（straw burned）と同等のCH4およびN2O発生量で

あった（図 9、10）。また、水稲収量に処理による有意

な違いはなかった。これらの結果は、過去 2年間にお

ける宜興市での試験結果と同様であり、本技術による

温室効果ガス発生削減効果が確認された。 

 

２）中国における緩効性肥料使用によるトウモロコシ畑からのN2O発生抑制 

図11に遼寧省瀋陽市のトウモロコシ畑における3年間の栽培試験で計測されたN2O発生量を示

麦わら麦わら 麦わら 麦わら

ditch half-ditch mound

図９．中国句容水田における麦わらすき込み試
験設計（断面図）． 
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図11．中国瀋陽のトウモロコシ畑における各
種緩効性肥料使用による栽培期間のN2O発生
量（3年間の計測結果）．2004年はurea+HQ
では計測を行わなかった． 

図12．中国瀋陽のトウモロコシ畑における各
種緩効性肥料使用によるトウモロコシ収量
（3年間の計測結果）．2004年はurea+HQでは
計測を行わなかった． 



す。いずれの年においても、硝化抑制剤入り尿素（urea+DCD）の使用により、尿素（慣行）施用

に比べ、N2O発生削減効果が確認された。ウレアーゼ阻害剤入り尿素（urea+HQ）の効果は2005

年には認められたが、2006年は、逆に、発生量が増加した。2006年には、夏期の追肥前、降雨に

ともなうウレアーゼ阻害剤入り尿素区からの大きなN2O発生が見られ、栽培期間発生量を増加し

た。3年間平均すると、urea+DCD およびurea+HQ の慣行施用に対するN2O発生削減率は、それぞ

れ、54%および44%であった。緩効性肥料使用によるトウモロコシ収量への影響は見られなかった

（図12）。以上の結果から、トウモロコシ栽培におけるN2O発生削減技術として、DCDを主成分と

する硝化抑制剤入り尿素を使用することの有効性が明らかになった。 

 

３）インドネシアおよびタイの農耕地におけるCH4、N2O発生制御 

嫌気培養による水田土壌中の

CH4生成活性はバンジャルマシン

で培養後期に増大しボゴールの

Ⅰ地点を上回った。ボゴールⅡ、

ⅢとマロスではCH4生成活性が終

始低かった。この結果をもとにボ

ゴールではⅠ地点に田面水を制

御する試験地を設定した。圃場試

験の結果、間断灌漑区と飽和水分

区では常時湛水区（10cm）に較べ

てCH4発生量が12-80％減少したが、

N2O発生量は飽和水分区で倍増し

た。同様の傾向は南カリマンタン

と南スラベシでも認められ、N2O・

二酸化炭素発生量および収量に

は影響は見られなかった。またコ

ンケン（タイ）水田では、有機物施

用によるCH4発生量増加より移植を

直播に変更するほうが1株当たりの

CH4発生量増加が顕著であった。 

好気培養による茶園土壌中のN2O生成活性は隣接する松林およびジャガイモ畑土壌より約2桁

高く、硫安や尿素添加の影響は小さかった。松林およびジャガイモ畑土壌では硫安や尿素添加に

よりN2O生成活性が3～6倍増加した。これは茶園土壌が多量の窒素施肥を受けているためと考察

した。インドネシアの農耕地からのN2O発生量のデータ、特に肥効調節型肥料CRFと硝化抑制剤DCD

の効果を取りまとめ、南スラベシ州マカサールのトウモロコシ畑において、前者で12％、後者で

56％のN2O削減率を達成できた（図13）。同様の傾向は南カリマンタンでも認められ、CH4吸収量

図13．南スラベシ州マカサールのトウモロコシ畑において計測
された降水量、N2OおよびCH4フラックスの季節変化．
Control：無窒素区、Urea：尿素区、CRF：肥効調節型肥料
区、U+DCD：硝化抑制剤添加尿素区 

図10．中国瀋陽のトウモロコシ畑における各
種緩効性肥料使用によるトウモロコシ
収量（3年間の計測結果）．2004年は
urea+HQでは計測を行わなかった． 

 



および収量には影響は見られなかった。 

 

（４）各技術による削減ポテンシャルとコスト評価 

１）水田有機物管理技術 

わが国では、昭和50年代に入り自脱型コンバインの普及が拡大し、水稲の刈り取り収穫作業

の機械化が進んだ。その結果、山形県の場合、昭和40年代はじめに水田の約8割を占めていた堆

肥施用面積は急激に減少し、昭和56年には22%、平成16年には14%に低下した。一方、稲わら施用

面積は昭和40年当初にはほとんど見られなかったが、昭和56年は71%、平成16年は83%（春すき込

み80%、秋すき込み3%）に達した。したがって、水稲作付け水田（H17：71,700ha）の80%（57,360ha）

を上限に当該技術を導入することが可能である。稲わらを代替する堆肥の畜種の比率に県内の牛、

豚堆肥の生産量の比率を用い、本試験によるCH4削減量を当てはめると削減ポテンシャルは344 

Gg CO2eqである。さらに、全国の場合、稲わらのすき込みは61.5％でありすき込み時期は明確で

ないが、積雪寒冷地では春すき込みの水田が多いことを見込み、稲わら施用水田の50％が春すき

込みであると仮定した試算では、933 Gg CO2eq（0.254 Mt C）の削減量が見込まれる（表6）。

この値は稲わら秋すき込み水田からのCH4発生量（全国平均18.1 g m-2；八木、2005）に対する削

減割合から算出したものであり、春すき込み水田からの削減量はより大きいことが予想される。 

 

10ha規模の稲作経営において、稲わらに代えて堆肥を施用するためには、一度稲わらを回収

し、その後堆肥を散布する。収穫時に自脱型コンバインで刈り取り、切断後、圃場に散布された

稲わらはロールベーラ等で回収し、堆肥の散布はマニュアスプレッダー等を用いるのが一般的で

ある。この2種類の機械作業の概算経費（年間減価償却額＋労働費）は69,538円/haであった。ま

た、堆肥を購入する場合、山形県で製造される主要な堆肥の平均販売価格は4,069円/tであった。

一方、稲わら春すき込みを堆肥に代えることにより減少するCH4量は本試験の場合牛ふん堆肥、

豚ぷん堆肥がそれぞれ27.5、15.3 g m-2であった。CO2ベースの炭素価格を2,000～10,000円/tと

した場合、CH4削減効果から経費を差し引くと牛ふん堆肥の場合は46,924～97,567円の赤字であ

り、豚ぷん堆肥を用いた場合は赤字額がさらに大きかった（表7）。 

近年における環境保全型農業の広がりとともに、農林水産省の表示ガイドラインに基づく特別

合計 合計

CH4削減量(MgCO2ha-1) 6.33 3.52 2.08 (50%削減) 1.09 (30%削減)

堆肥生産量(t) 349,428 (88%) 48,588 (12%) 398,016 2,972,000 (70%) 1,295,000 (30%) 4,267,000

適用面積(ha) 50,477 6,883 57,360 366,380 157,020 523,400
削減ポテンシャル(GgCO2) 320 24 344 763 171 933
稲わら春すき込み面積：山形県＝57,360ha、全国=523,400ha

稲わら施用水田のメタン発生量：18.1gCH4m
-2yr-1

全国
堆肥施用による削減効果
牛ふん堆肥 豚ぷん堆肥

(A) (B)
豚ぷん堆肥

(A) (B)

山形県
堆肥施用による削減効果
牛ふん堆肥

表6．堆肥施用を地域及び全国に拡大した場合の削減ポテンシャル 

炭素価格 堆肥価格
牛ふん堆肥 豚ぷん堆肥 CO2ベース

(A) (B) (C) (D) (A-C-D) (B-C-D)

CH4削減量(MgCO2ha-1 6.33 3.52

ケース１ \12,661 \7,038 20㌦/t \69,538 \40,690 \-97,567 \-103,190
ケース２ \31,652 \17,595 50㌦/t \69,538 \40,690 \-78,576 \-92,633
ケース３ \63,304 \35,190 100㌦/t \69,538 \40,690 \-46,924 \-75,038

1㌦=100円で計算；炭素価格はAR4より；堆肥価格は山形県主要堆肥販売価格の平均

稲わら回収・
堆肥散布経費

堆肥施用による削減効果
効果の収支

表7．稲わらの代えて堆肥を用いた場合の経済的効果（ha当たり） 



栽培米の生産や持続性の高い農業生産方式の導入に際しては、堆肥利用を増やすことが技術の一

つとなっており、生産物を販売する上で有利な条件となっている。水稲の平均収量は532 kg/10a

（平成17年）であることから、販売金額が1俵（60kg）当たり1,000円上乗せされたとすれば、ha

当たり約88,670円の増収になる。必要経費に対するCH4削減効果が赤字であることを前述したが、

産米の販売価格等への上乗せ額が見込まれれば、CH4削減効果がプラスに転じるだけではなく、

経営全体としての利益増につながる可能性が高い。農林水産省の調査(H8)によれば全国における

稲わらの畜産利用は15.6％、堆肥利用は10.1％である。水田から回収した稲わらを敷料や飼料と

する畜産利用および堆肥の副資材としての利用をさらに増加させ、堆肥生産に結びつける必要が

ある。農家経営にとってメリットのある仕組みができれば、堆肥を生産・利用する集団や個人が

増加し、結果的に温室効果ガス排出量の低下につながると考えられる。 

世界の水田の有機物施用に関する情報はきわめて限られている。東南アジアおよび南アジアで

は、稲わらは燃料や家畜の飼料として使用されているので、日本のように土壌に施用する割合は

多くないと考えられる。仮に、アジアの10%の水田で、上記の削減技術が適用可能であり、その

削減率は山形県と中国江蘇省での試験結果を参考に40%であると仮定し、アジアの水田からのCH4

発生量：55 Tg yr-1（IPCC、2005）の1/10に対して削減が適用されたと考えると、削減量は2.2 Tg 

CH4 y
-1（12.8 Mt Ceq. y-1）となる。 

 

２）水田水管理技術 

福島県における現地試験から、水管理を強化することにより大きなCH4発生削減効果の得られ

ることが示されている。常時湛水水田からのCH4発生は、水稲の収量を低下させない範囲での中

干し等の水管理を行うことにより21～63%削減できることが示された。また、すでに中干し等の

間断潅漑水管理（慣行水管理）を行っている水田においても、中干しの開始を7日間早めたり、

栽培後期の水管理を強化するなど、さらに酸化的な管理を行うことにより、水稲の収量を低下さ

せたり、N2Oの発生を有意に増加させずに通常の中干しの場合よりもさらに22～51%削減できるこ

とが示された。この結果は、世界の実測データベース解析より求められた結果とおおむね一致す

る（サブテーマ(1)-②）。 

これらの結果をもとに、わが国全国の水田1.77 Mha（2000年）において上記の改良水管理に

よるCH4発生削減ポテンシャルを以下のように見積もった。まず水田を慣行水管理水田（全体の

98%）と常時湛水田（全体の2%）に区分し、慣行水管理水田では中干しの開始を7日間早めた場合

のデータを直接もちい、常時湛水田では中干しを行った場合の削減率に、7日間早い中干しを行

った場合の削減率を加味して計算した。 

① 常時湛水田での計算は以下のとおり： 

常時湛水水田からのCH4排出係数：36.0 g CH4 m
-2 y-1（GIO, 2007）   

排出削減割合：45.9%（2004～2005年度試験結果の平均値）    

CH4のGWP：21（IPCC, 2001）    

削減ポテンシャル：1.77×106×0.02×36×104×0.459×21×10-9＝123 Gg CO2eq  



② 慣行水管理水田での計算は以下のとおり： 

わが国の水田からのCH4排出係数：16.0 g CH4 m
-2 y-1（GIO, 2007）   

排出削減割合：38.9%（2004～2005年度試験結果の平均値）    

CH4のGWP：21（IPCC, 2001）    

削減ポテンシャル：1.77×106×16×104×0.389×21×10-9＝2313 Gg CO2eq 

上記の合計でCH4発生削減量は全体で2.44 Tg CO2 eq. y
-1 （0.67 Mt C y-1）となる。 

なお、わが国の水田では、潅漑用水の使用量は年間契約であることから、費用の増減は発生

しない。また、追加の作業もないことから、人件費も発生しない。したがって、コストの増減は

ないと考えられる。 

上記の改良水管理をアジア地域に適用した場合の削減ポテンシャルについて、まず、常時湛水

水田において上記の試験結果と同等のCH4発生削減が期待できると仮定すると、その削減ポテン

シャルは以下のように計算される。 

アジアの常時湛水水田からのCH4発生量：8,553 Gg y-1 = 180 Tg CO2 eq. y
-1 

削減割合40%の場合の削減ポテンシャル：180 x 0.40 = 72 Tg CO2 eq. y
-1 

また、間断潅漑水管理を行っている水田において、さらに酸化的な水管理を行った場合の削

減ポテンシャルは以下のように計算した。 

アジアの間断潅漑水管理水田からのCH4発生量：7,534 Gg y-1= 158 Tg CO2 eq. y
-1 

このうち、半分の水田で水管理が可能と仮定：158 Tg CO2 eq. y
-1 / 2 = 79 Tg CO2 eq. y

-1 

削減割合35%の場合の削減ポテンシャル：79 x 0.35 = 28 Tg CO2 eq. y
-1 

以上、合計で100 Tg CO2 eq. y
-1 (27.3 Mt C eq. .y-1)となる。 

 

３）水田水管理技術（インドネシアにおけるケーススタディ） 

水田からのCH4発生を間断灌漑により制御

するCDM事業をインドネシアで実施するため

のモデルを案出し、その実行可能性を評価し

た。 

まず南カリマンタンおよび南スラウェシ

で、作付体系および水利組合WUA（Water Use 

Association）を調査し、間断灌漑の適用評

価を行ったところ、用排水分離が進められて

いる南カリマンタンの沿岸部に位置するリ

アムカナン灌漑地域では、灌漑水の管理は個

人単位で行われているため、水利組合が機能

していないことが確認された。CDM事業を実

施するためには、ある程度の規模を確保し

スケールメリットを発揮することが必要で

Figure 3 Conceptual Illustration of a WUA
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図14．WUAの概念図 



あり、そのためには、用排水が未分離でも水利組合が機能している地域において事業を実施する

ことが適切と判断された。また南スラウェシ及び南カリマンタンの内陸部では、水利組合は、多

くの場合0.3 km2程度の灌漑ブロック3つからなり、全体で0.9 km2程度の規模であることが確認

された。 

ＣＤＭのモデル事業は、間断灌漑の実施を容易にするため、上述の灌漑ブロックごとに、コン

クリート製の小規模ゲート（30 x 50 x 15 cm程度）を設置し、栽培期間中に、一定期間、潅漑

水の導入を停止するために、このゲートを閉めることを想定した。 

上述の調査を元に一つの灌漑ブロックから事業を開始する極小プロジェクトとWUAから事業を

開始する小規模プロジェクトの2つのシナリオを策定し、いずれも事業期間を20年とし、小面積

から3段階で次第に拡大していくことにより、事業実施者の経験蓄積が可能となるよう配慮した。

さらに炭素クレジットの推定価格として10.5 USD/tCO2eを採用し、南スラウェシにおける実測値

に基づき、年間1,661 tCO2e/km
2相当のメタン発生が削減できるという仮定をおき、財務分析を

行った。その結果、小規模プロジェクトの内部収益率は16％となり財務的に実行可能と判断され

た。しかし、極小プロジェクトの内部収益率は1.7%となり財務的に実行が困難と判断された。な

お、上述の3段階で参加農家の10％、15％および20 %が間断灌漑を実施できない等の理由により

プロジェクトから脱退するという仮定をおいて、控えめな見積としている。水田からのCH4発生

を間断灌漑により制御するためのモデル分析から、水田におけるCH4発生制御を目的としたCDM

プロジェクトは、「1つの水利組合から始めて次第に拡大」というアプローチが適切なものと判

断された。 

インドネシアの統計上、Semi Technical Irrigation と区分けされている地域の5割において

事業が実施できると仮定すると、インドネシア全体で3,700km2程度の水田で本事業が適用できる

可能性がある。 

 

４）施肥管理技術 

根釧の草地と中国遼寧省のトウモロコシ畑における試験から、季節的な施肥配分を変更する

ことや硝酸化成抑制等を肥料に添加することからN2O発生量を削減できることが示された。 

本結果を根釧地方の採草地(約104,000ha)に適用した場合のN2O発生量削減ポテンシャルは、施

肥配分変更（春重点施肥）において49 Mg N y-1 (23 kt Ceq. yr-1)、硝酸化成抑制剤の使用では

33 Mg N y--1 (16 kt Ceq. yr-1)と試算された。しかし、施肥配分変更（春重点施肥）によるコス

ト収支は標準施肥と変わらないが、硝酸化成抑制剤の使用ではコスト収支が標準施肥の3～4倍高

まると試算された。わが国での硝酸化成抑制剤の価格の高いことが制限要因としてあげられる。 

一方、中国遼寧省の試験で使用した硝化抑制剤＋ウレアーゼ阻害剤入り尿素（urea+DCD +HQ）

はすでに中国において、比較的安価で市販されている。この肥料の尿素肥料との価格差は100 RMB 

ton-1（= \1,500 ton-1）である。この金額をhaあたりの肥料使用量に換算すると、12 RMB（= \180）

である。このコストは、この肥料を使用し、追肥を省略することによる労働力の削減コスト（1 

Man-day ha-1=20 RMB（= \300）よりも小さいことから、普及の可能性は高いと考えられる。 



アジアの全域で中国遼寧省で試験された肥料が普及された場合、アジアでの窒素肥料消費量

（40 Mt N）、IPCCガイドラインでのN2O排出係数（0.010）、削減率（30%と仮定）から、削減ポ

テンシャルは以下のように58 Tg CO2eq. yr
-1 (16 Mt Ceq. yr-1)と計算される。 

 削減ポテンシャル：40x1012 x 0.010 x 0.30 = 120 Gg N2O-N. yr
-1 = 58 Tg CO2 eq. yr-1 

 

５）野菜残渣管理技術 

キャベツ、ハクサイ、ブロッコリ、カリフラワーなどは、一般的に、結球部や花雷のみを収

穫し、それ以外の部分は残さとなる。日本では残さは圃場にすき込まれることが一般的で、日本

以外のアジア諸国では家畜などのエサとして利用されることが多い。そのため、残さの圃場への

すき込みに伴うN2O発生は、主に日本国内における問題と考えてよい。本試験ではキャベツを対

象作物としたが、これら野菜の栽培に対しても、本試験の排出係数、抑制技術は適用可能と考え

られる。それは、これらの4種類の葉菜類の窒素施肥量を含む施肥体系はほぼ同一であり、いず

れもアブラナ科に属するため、残さの性状もよく似ているためである。 

国内の栽培面積と収穫量は、キャベツが33,300 ha、1,279,000トン、ハクサイが20,200 ha、

888,000トン、ブロッコリが10,000 ha、94,000トン、カリフラワーが1,500 ha、24,000トンとな

っている（農林水産省、平成16年度）。それぞれの野菜の収穫量に対する残さの比率（野茶研に

おける試験結果）を、キャベツが0.68、ハクサイが0.38、ブロッコリが1.97、カリフラワーが1.37

とすると、残さ発生量はそれぞれ870,000トン、337,000トン、185,000トン、32,900トンと推定

される。それぞれの野菜の水分含量を、84.1%、94.6%、87.8％、90.6％、全窒素含量を、2.78%、

3.77%、4.23%、3.59%とすると（野茶研における試験結果）、圃場にすき込まれる残さに含まれ

る窒素量は3845トンN、686トンN、955トンN、111トンNとなる。いずれの野菜も秋冬野菜なので

年内取りが主な作付体系であるが、周年供給のためにさまざまな作付体系がとられている。その

ため、残さすき込み時期も様々であり、N2O排出係数としては本研究で得られた年平均値の適用

がふさわしいと思われる。 

 以上の条件を元に、日本全体における4種類の野菜栽培に被覆肥料の深層施肥技術を導入し

た場合のN2O削減ポテンシャルを試算してみる。4種類の野菜の総栽培面積は65,000 ha、すき込

まれる残さに含まれる総窒素量は5597トンNとなり、本研究で得られた排出係数を用いて計算す

ると、N2O発生量は慣行栽培で17.46トンN、被覆肥料の深層施肥栽培を導入した場合13.32トンN

となった。この削減量4.14トンN2O-N yr
-1は、2,000トンCO2eq. yr

-1 (550 tC eq. yr-1)に相当す

る。 

この時の、N2O発生抑制のコストを評価する。被覆肥料の深層施肥技術を導入した場合、追肥

における肥料代と労働時間が削減される。その一方で、被覆肥料という一般の化成肥料よりも高

価な肥料を使用するため、肥料代が上昇する。また、被覆肥料を作土層下に施肥する機械を利用

するため、基肥施肥時の労働時間が延長されるとともに、エネルギー消費量が増加する。以下、

項目ごとにコストを計算する。 

・労働コスト：追肥に要する時間が0.7h/10a、深層施肥に要する時間が0.56h/10aなので、労



働時間の差が-0.14時間/10aとなる。労働単価が800円とした場合、労働コストは112円/10a

削減される。 

・燃料コスト：追肥は人力で行うため、省略しても燃料コスト削減にはならない。深層施肥

機の稼働時間が0.56時間/10a、軽油消費量が8.0L/時間、燃料単価が80円/Lとした場合、燃

料コストが358円/10a増加する。 

・肥料コスト：本技術では被覆肥料（ロング424）を10kgN/10a施肥し、それに相当する化成

肥料（化成8号）の施肥量を削減する。化成8号が75円/kg、ロングが200円/kgとした場合、

化成肥料施肥量削減により9,375円/10aが削減され、ロング施肥により14,200円増加し、肥

料コストは4,800円/10aの増加となる。 

・総合評価：本技術の導入によって、国内65,000 haからのN2O発生量は4.14トンN（CO2-C換算

550トン）削減されるが、生産コストは5,000円/10a増加する。すなわち、CO2-C1トン当たり

の削減コストは、5,909千円となる。 

 

６）削減ポテンシャルとコスト評価のまとめ 

以上の検討より得られた、技術を適用した場合の広域（日本全体およびアジア地域）におけ

るCH4およびN2O発生削減ポテンシャルと各地域での適用について試算されたコスト評価結果を、

それぞれ、表8および9に示す。有機物管理と水管理による水田からのCH4発生削減ポテンシャル

（それぞれ0.25および0.67 Mt yr-1）は、京都議定書による6%削減目標量の、それぞれ、1.1%お

よび3.0%に相当する。また、これらの技術をアジア全体に拡大した場合、大きなGHG排出削減ポ

テンシャルを期待できることが示唆された。硝化抑制剤等による畑・草地からのN2O発生削減に

ついても、アジア地域でのポテンシャルは大きい。 

地域ケーススタディの結果は、山形県での水田有機物管理については比較的大きなコスト増

加が示された。表9には示していないが、わが国での施肥管理ではさらに大きなコストの必要性

が示された。一方、水田水管理と中国製資材による施肥管理についてはコスト増加がきわめて小

さく、有利なGHG発生制御技術であることが明らかにされた。 

表8．技術によるCH4およびN2O発生削減ポテンシ
ャルのまとめ 

大
（作業コスト）

無

日本：0.0006

アジア：－

24%
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５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

農耕地からのGHGソース制御技術について、水田からのCH4発生に対し、稲わらの堆肥化、落

水と中干し期間の延長、無代かき栽培、および基盤整備の技術が、また、施肥土壌からのN2O

発生に対し、堆肥と緩効性肥料の使用が大きな削減効果を示すことが定量的に実証された。

これらの技術による削減量の定量値は、気候や土壌など農業生態系の多様性のため、十分な定

量的評価が得られていなかったそれぞれの技術の有効性を評価する際、基礎データとして活用さ

れる。また、わが国とアジア地域における削減ポテンシャルとともに、作物生産性等のトレー

ドオフとコスト評価に関する検討は、これまでの研究で欠けていた技術開発に必須の情報を

提供するものである。特に、水田水管理と中国製資材による施肥管理について技術としての利

点が示されたことから、今後、わが国とアジア地域の農耕地で、広域でのGHGソース削減技術

としての実用化が期待される。 

 

（２）地球環境政策への貢献 

本研究の成果は、わが国、アジア各国および世界の農業セクターにおけるGHG排出削減技術の

適用に資するものであることから、CDMの活用を含めた、わが国の地球環境政策推進に寄与する

ものである。本研究で実証・評価された農耕地からのGHGソース制御技術の多くは環境保全型農

業による地球温暖化緩和策として「農林水産省地球温暖化対策総合戦略（平成19年7月）」 に成

果が盛り込まれるとともに、平成20年3月に改訂された「京都議定書目標達成計画」において、

有機物管理と水管理による水田からのCH4発生削減策および施肥管理による農耕地からのN2O発

生削減策として明示され、削減目標（16万７千トンCO2）が提示された。さらに、水管理による

水田からのCH4発生削減策については、平成20年度からの農林水産省全国実証事業として予算化

され、全国各地での実証試験と普及を進め、京都議定書第一約束期間内での実用化と削減達成が

目標として提示された。 
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